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施 策 の ポ イ ン ト
　市・市教委・農業公社・JA・生産者組織等が連携し、市内で生産される農産物等を学校給食に安定して
供給できる仕組みを構築することで、本市農業者の所得向上を図るとともに、食育を推進する。

施　策　の　概　要
１．取組に至る背景・目的
　市内の西部・東部地域の大半が農地であるが、農業従事者は年々減少し、一方で学校給食の市内産の農産
物使用率は17％に止まっていた。そのような現状の中で、現在の小規模農家の活発化、高齢者の意欲の向上、
食育の推進を図る必要があった。
２．取組の具体的内容
○ 市・市教委・農業公社・JA・生産者等で地産地消を推進する「地・食べ委員会」を組織し、学校給食に
市内産の野菜を供給するための組織づくりや作付け計画などを協議する。

○生産者等は、生産の取りまとめ役を中心に、生産者グループを組織する。
○ 契約農家制度を導入し、「地・食べ委員会（生産者部会）」と生産者グループは、栽培及び買取に関する契
約を結び、供給する量や時期を双方で確認しながら、学校給食用の食材を生産する。

○農業公社は、収穫した農産物の集荷と買取を行い、学校給食の食材として供給するシステムを構築する。
○ 生産者グループは、学校給食に統一した品種を供給することを基本に考え、同公社が選定した種や苗を用
いて栽培する。

３．施策の開始前に想定した効果、数値目標など
　当面、学校給食での市内産の農産物使用率を重量ベースで現在の17％から35％にすることを目標に据えて
いる。
４．現在までの実績・成果
　平成23年４月から取組を開始し、地区生産者は12地区82名で、生産組合は11団体に増加した。４月から９
月まで期間において、学校給食での市内産の農産物使用量は、じゃがいも・キュウリ等11品目の重量ベース
で15,162キロに達し、地産地消率は年間需要見込量の10.4％となっている。今年度末までには、さらに６品
目が加わり、合計で51,644キロの出荷見込みとなり、地産地消率は35.4％と目標値を達成できる予定である。
５．導入・実施にあたり工夫した点や苦労した点とその対処法・解決策など
　供給する農産物について、生産者等から調理場に農産物の調理方法など積極的な情報を提供することによ
り、市内で採れる野菜をより多く学校給食の献立に反映するよう配慮している。また、委員会として学校給
食の需要に則した作付けを計画的に行う必要があり、産地間のネットワークを構築した。更に、学校給食で
使用しきれない農産物については、市役所玄関前に開設した定期販売所で販売することにより、地域農業者
の所得向上に結びつけている。
６．今後の課題と展開
　市から生産者部会に対して、野菜カット等の1次加工を施すための加工所の設置を促進することにより、
生産物のロス率低下と実需者ニーズへの対応を実現し、農業者の所得向上を目指す。
　また、本市が別に進める福祉施策「障がい者雇用の拡充」と連携し、学校給食に納入する野菜の栽培を障
がい者の就労移行支援事業所に委託し、作業の指導を農業公社が行うなどの取組を進めていく。
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